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ＪＦＥ物流株式会社

流動資産 90,937 流動負債 46,858

現 金 及 び 預 金 26 15,239

預 け 金 55,692 2,317

受 取 手 形 252 4,713

売 掛 金 24,881 1,229

未 成 作 業 支 出 金 144 18

貯 蔵 品 4,705 22,328

前 払 費 用 1,185 31

未 収 入 金 535 978

そ の 他 の 流 動 資 産 3,522

貸 倒 引 当 金 △ 9

固定負債 10,913

8,719

固定資産 49,622 129

有形固定資産 42,090 18

建 物 6,236 8

構 築 物 1,345 1,694

機 械 及 び 装 置 9,030 340

船 舶 837 3

車 両 及 び 運 搬 具 1,323

工 具 器 具 及 び 備 品 1,422 57,771

土 地 20,333

建 設 仮 勘 定 1,561

無形固定資産 3,197 株主資本 82,477

借 地 権 491 資 本 金 4,000

ｿ ﾌ ﾄ ｳ ｪ ｱ 2,706 資 本 剰 余 金 5,648

そ の 他 の 無 形 固 定 資 産 0 5,648

利 益 剰 余 金 72,829

投資その他の資産 4,334 利益準備金 716

投 資 有 価 証 券 634 その他利益剰余金 72,112

関係会社株式及び出資金 3,004 固 定 資 産 圧 縮 積 立 金 7,040

出 資 金 5 別 途 積 立 金 2,792

長 期 前 払 費 用 115 繰 越 利 益 剰 余 金 62,280

差 入 保 証 金 226

繰 延 税 金 資 産 191 評価・換算差額等 310

そ の 他 の 投 資 等 164 その他有価証券評価差額金 310

貸 倒 引 当 金 △ 7

82,787

140,559 140,559

百万円 百万円

一般秘密

貸借対照表
（２０２６年３月３１日現在）

( 資産の部 ) ( 負債の部)

特 別 修 繕 引 当 金

買 掛 金

未 払 金

未 払 費 用

未 払 法 人 税 等

未 成 作 業 受 入 金

預 り 金

役 員 賞 与 引 当 金

そ の 他 の 流 動 負 債

退 職 給 付 引 当 金

役 員 退 職 慰 労 引 当 金

資 本 準 備 金

純 資 産 合 計

  資  産  合  計 負債純資産合計

PCB 処 理 引 当 金

預 り 保 証 金

資 産 除 去 債 務

そ の 他 の 固 定 負 債

負 債 合 計

( 純資産の部)
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ＪＦＥ物流株式会社

百万円 百万円

169,998

160,063

9,935

販  売  費  及  び  一  般  管  理  費 2,767

7,168

1,596

689 2,286

181

495 676

8,778

155 155

8,933

2,089

293 2,382

6,550

支 払 利 息

損益計算書
自　２０２５ 年　４月　１日

至　２０２６ 年　３月３１日

売 上 高

売 上 原 価

売 上 総 利 益

営 業 利 益

営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金

そ の 他 の 営 業 外 収 益

営 業 外 費 用

税 引 前 純 利 益

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税

法 人 税 等 調 整 額

当 期 純 利 益

そ の 他 の 営 業 外 費 用

経 常 利 益

特 別 利 益
受 取 補 償 金

一般秘密一般秘密一般秘密
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一般秘密

ＪＦＥ物流株式会社

資本剰余金

当期首残高 4,000 5,648 5,648 716 7,148 2,792

当会計期間中の変動額

圧縮積立金の取崩 △ 107

剰余金の配当

当期純利益

株主資本以外の項目の変動額（純額）

当期間中の変動額合計 － － － － △ 107 － 

当期末残高 4,000 5,648 5,648 716 7,040 2,792

（単位：百万円）

評価・換算差額等

利 益 剰 余 金

その他利益剰余金

当期首残高 64,382 75,039 84,687 232 232 84,920

当会計期間中の変動額

圧縮積立金の取崩 107 － － － 

剰余金の配当 △ 8,761 △ 8,761 △ 8,761 △ 8,761

当期純利益 6,550 6,550 6,550 6,550

株主資本以外の項目の変動額（純額） － － 77 77 77

当期間中の変動額合計 △ 2,102 △ 2,210 △ 2,210 77 77 △ 2,132

当期末残高 62,280 72,829 82,477 310 310 82,787

株主資本等変動計算書
（自　２０２５年４月１日　　至　２０２６年３月３１日）

株 主 資 本

資 本 金

利 益 剰 余 金

資 本
準 備 金

資 本
剰 余 金

合 計

利 益
準 備 金

その他利益剰余金

固 定 資 産
圧 縮 積 立 金

別 途
積 立 金

株 主 資 本

純 資 産
合 計株 主 資 本

合 計

そ の 他
有価証券評価

差 額 金

評価･換算差額
等

合 計

利 益
剰 余 金

合 計
繰 越 利 益
剰 余 金
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一般秘密

 １．重要な会計方針

  　　(１)有価証券の評価基準および評価方法

①子会社株式および関連会社株式
　　移動平均法による原価法

②その他有価証券
　市場価格のない株式等以外のもの
　　時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動
　　平均法により算定）

　市場価格のない株式等
　　移動平均法による原価法

  　　(２)棚卸資産の評価基準および評価方法

未 成 作 業 支 出 金 個別法による原価法
貯 蔵 品 最終仕入原価法による原価法
（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）

  　　(３)有形固定資産の減価償却の方法（リース資産を除く）

建 物 定率法を採っている。但し、１９９８年４月１日以降に取得した建物（建物附属
設備は除く）および２０１６年４月１日以降に取得した建物附属設備については
定額法を採っている。

船 舶 定額法を採っている。
上記以外の有形固定資産 定率法を採っている。但し、２０１６年４月１日以降に取得した構築物について

は定額法を採っている。なお、取得価額が１０万円以上２０万円未満の減価償却
資産については、３年間で均等償却している。

  　　(４)無形固定資産の減価償却の方法（リース資産を除く）

定額法を採っている｡自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づき
償却している｡

  　　(５)引当金の計上基準

貸 倒 引 当 金 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、
貸倒懸念債権等特定の債権については、個別に回収可能性を勘案し、回収不能見
込額を計上している。

役 員 賞 与 引 当 金 役員の賞与の支給に備えるため、支給見込額を計上している。

受注工事損失引当金 受注工事の損失に備えるため、未引渡工事のうち当事業年度末で損失が確実視さ
れ、かつ、その金額を合理的に見積ることができる工事について、翌事業年度以
降に発生が見込まれる損失を計上している。

退 職 給 付 引 当 金 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務および年金
資産の見込額に基づき計上している。なお、過去勤務費用は、その発生時におけ
る従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(１０年)による定額法により費用
処理している。数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均
残存勤務期間以内の一定の年数(１０年)による定額法により按分した額をそれぞ
れ翌事業年度から費用処理することとしている。

役員退職慰労引当金 役員の退職慰労金に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上している｡

特 別 修 繕 引 当 金 船舶安全法の規定による定期検査を受けることとなる船舶につき、当該修理に要
する費用の支出に備えるため、将来の修繕見積額に基づき計上している。

Ｐ Ｃ Ｂ 処 理 引 当 金 「ポリ塩化ビフェニル（ＰＣＢ）廃棄物の適正な処理の推進に関する特別措置法」
により処理することが義務付けられているＰＣＢ廃棄物の処理に係る費用の支出
に備えるため、その処理費用見積額を計上している。

  　　(６)収益および費用の計上基準

当社では、主に鋼材・原料の輸送、製鉄所構内作業、倉庫事業、請負工事を行っている。鋼材・原料の輸送、
製鉄所構内作業、倉庫事業については、役務提供が完了する一時点において、顧客が財又はサービスに対する
支配を獲得し、履行義務が充足されると判断し、役務提供完了時点で収益を認識している。ただし、鋼材・原
料の輸送について「収益認識に関する会計基準の適用指針」に定める代替的な取扱いの要件を満たす場合には、
積込完了時点で収益を認識している。また、請負工事については、履行義務を充足するにつれて、一定の期間
にわたり収益を認識している。ただし、契約における取引開始日から完全に履行義務を充足されると見込まれ
る時点までの期間がごく短い場合は、一定の期間にわたり収益を認識せず、工事完了時点で収益を認識してい
る。さらに、当社の役割が代理人に該当する取引については、顧客から受け取る額から取引先に支払う額を控
除した純額で収益を認識している。

  　　(７)消費税等の会計処理は税抜方式による。

個 　別 　注 　記 　表
自　２０２５年 ４ 月 １ 日
至　２０２６年 ３ 月３１日
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一般秘密

 ２．貸借対照表注記

  　　(１)有形固定資産から控除した減価償却累計額 ７８，８５４百万円

  　　(２)関係会社に対する金銭債権・債務

７２，５７３百万円

２７，３７９百万円

 ３．損益計算書注記

  　　(１)関係会社との取引高

１２７，７９６百万円

４７，０４９百万円

営業取引以外の取引高 ２，０５７百万円

  　　(２)販売費及び一般管理費に含まれる研究開発費 ８５百万円

 ４．株主資本等変動計算書注記
　

  　　(１)発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

  　　(２)配当に関する事項

①配当金支払額

②基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの
　次のとおり、決議を予定している。

 ５．金融商品に関する注記

  　　（１）金融商品の状況に関する事項

　当社は、資金運用については短期的な預金等に限定し、資金調達については親会社等からの借入による
　方針である。　
　受取手形及び売掛金に係る顧客の信用リスクは、与信管理規程に沿ってリスク低減を図っている。また、
　投資有価証券は株式であり、上場株式については四半期ごとに時価の把握を行っている。

  　　（２）金融商品の時価等に関する事項

　２０２６年３月３１日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については次の通りである。
　

（注1）金融商品の時価の算定方法及び有価証券に関する事項

　（1）現金及び預金、（2）預け金、（3）受取手形、（4）売掛金
　　　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によって
  　　いる。

短期金銭債権

短期金銭債務

売上高

仕入高

当　期　首 当 期 増 加 当 期 減 少 当　期　末
株式数 (株) 株式数 (株) 株式数 (株) 株式数 (株)

発行済株式
　　　　普通株式 1,293 － － 1,293

配当金の総額 １株当たり
(百万円) 配当額(円)

配当金の総額 １株当たり
(百万円) 配当額(円)

決議 基準日 効力発生日

2025年6月26日
普通株式 8,761 6,775,834 2025年3月31日 2025年6月27日

定時株主総会

株式の種類

定時株主総会

決議 株式の種類 基準日 効力発生日

2026年6月23日
普通株式 3,600 2,784,978 2026年3月31日 2026年6月24日

（単位：百万円）
貸借対照表
計上額（*）

（1）現金及び預金 26 26 -

（2）預け金 55,692 55,692 -

（3）受取手形 252 252 -

（4）売掛金 24,881 24,881 -

（5）投資有価証券 483 483 -

　　資産計 81,336 81,336 -

（6）買掛金 (15,239) (15,239) -

（7）預り金 (22,237) (22,237) -

　　負債計 (37,477) (37,477)

（*）負債に計上されているものについては、（）で示している。

差額時価（*）
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一般秘密

　（5）投資有価証券
　　　これらの時価について、株式は取引所の価格によっている。

　（6）買掛金、（7）預り金
　　　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によって
  　　いる。

（注2）非上場株式（貸借対照表計上額１５０百万円）は、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フロー
　　　を見積ること等ができないことから、上表の「（４）投資有価証券」には含めていない。
　　　

 ６．賃貸等不動産の状況に関する事項

　　　（１）賃貸等不動産の状況に関する事項

　当社では、神奈川県その他の地域において、賃貸用の倉庫（土地含む）を有している。

　　　（２）賃貸等不動産の時価に関する事項

（注1）貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除した金額である。
　　　 
（注2）当事業年度末の時価は、主として「路線価」に基づいて自社で算定した金額である。

 ７．税効果会計

  　　（１）当事業年度末における、繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

　　　　　　繰延税金資産
　　　　　　　　退職給付引当金 ２，７４６百万円
　　　　　　　　固定資産減損損失 ３７３百万円
　　　　　　　　未払賞与 ５７０百万円
　　　　　　　　その他 ４２９百万円
　　　　　　繰延税金資産小計 ４，１２０百万円

　　　　　　評価性引当額 △５４３百万円

　　　　　　繰延税金資産合計 ３，５７６百万円

　　　　　　繰延税金負債
　　　　　　　　固定資産圧縮積立金 △３，２３７百万円
　　　　　　　　その他 △１４７百万円
　　　　　　繰延税金負債合計 △３，３８４百万円

　　　　　　繰延税金資産の純額 １９１百万円

 ８．一株当たり情報

  　　(１)一株当たり純資産額 ６４，０２７，５２６円　１５銭

  　　(２)一株当たり当期純利益 ５，０６６，４５４円　５２銭

 ９．重要な後発事象に関する事項

　　　当社は、２０２６年４月１日を効力発生日とし当社の完全子会社であるＪ－ロジテック株式会社、ＪＦＥ物流
　　　京浜株式会社、ＪＦＥ物流中部株式会社、倉敷運輸株式会社、ＪＦＥ瀬戸内物流株式会社を吸収合併いたしま
　　　した。

  　　(１)取引の概要

　　　　①被合併会社の名称および事業の内容

Ｊ－ロジテック株式会社 貨物自動車運送業他
ＪＦＥ物流京浜株式会社 製鉄所構内作業他
ＪＦＥ物流中部株式会社 製鉄所構内作業他
倉敷運輸株式会社 貨物自動車運送業他
ＪＦＥ瀬戸内物流株式会社 製鉄所構内作業他

　　　　②合併日（効力発生日）

２０２６年４月１日

　　　　③企業結合の法的形式

ＪＦＥ物流株式会社を存続会社とし、Ｊ－ロジテック株式会社、ＪＦＥ物流京浜株式会社、ＪＦＥ物流
中部株式会社、倉敷運輸株式会社、ＪＦＥ瀬戸内物流株式会社を消滅会社とする吸収合併

　　　　④統合後企業の名称

ＪＦＥ物流株式会社

（単位：百万円）

貸借対照表計上額

11,571

時価

44,645
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一般秘密

　　　　⑤その他取引の概要に関する事項

ＪＦＥ物流グループはＪＦＥスチールグループの総合物流会社として国内外で幅 広く鉄鋼物流事業を展開
してまいりました。 このたびＪＦＥグループで策定した第８次中期経営計画では、現在の厳しい鉄鋼事 業
環境が継続することを想定し、国内製鉄事業の徹底した効率化・強靭化を図る計画 としております。ＪＦ
Ｅスチールグループの物流機能を担うＪＦＥ物流グループでも、 人材不足の深刻化や、いわゆる「物流２
０２４年問題」への対応などを背景として、 物流実力の向上および効率化推進に向けた最適な事業体制の
構築が急務であり、これ まで検討を重ねてまいりました。この事業統合により、人材確保・育成の取り組
みを強化、ニーズに即した柔軟な人 材配置を実行し、全社横断的な機動力のある組織体制への変革や、物
流ＤＸを駆使し た自動化・省力化の推進など将来を見据えた物流事業全体の基盤強化を図り、国内製 鉄事
業の競争力強化やＪＦＥスチールカーボンニュートラル推進に物流機能面で貢 献してまいります。

  　　(２)実施する会計処理の概要

「企業結合に関する会計基準」(企業会計基準第２１号)及び「企業結合会計基準及び事業分離等会計基準
に関する適用指針」(企業会計基準適用指針第１０号)に基づき、共通支配下の取引として処理する予定で
す。

１０．その他計算書類の作成のための参考となる事項

  　　　　金額は表示単位未満を切り捨てている｡
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